
（事件） （人）
※ 警察庁ＨＰより環境省作成
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１．不法投棄事犯等を中心とした廃棄物事犯に対する取締りを強化する「環境犯罪対策推進計
画」（平成11年 警察庁）が策定され、本計画に基づく現地レベルでの取組が次第に強化され
てきている。

２．平成12年の廃棄物処理法改正により、不法投棄について一般廃棄物と産業廃棄物の罰則
上の区分が無くなり、法の適用が容易となった。



3516件, 
68.7%

3880人

1518件, 
29.7%

1771人

39件, 0.8%

44人

20件, 0.4%

26人
25件, 0.5%

25人

一般廃棄物
合計： 5118件、5746人

535件, 
34%

767人

712件, 
45%

958人

50件, 3%

58人

225件, 
14%

226人

46件, 3%

8人

23件, 1%

34人 不法投棄

焼却禁止

無許可関係

委託関係

管理票関係

その他

産業廃棄物
合計： 1591件、2051人

平成19年 検挙件数の内訳
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49
100 66

68 37

45
27 53 29

3438

120
81 147

166 174

545

169 135 161
144

排出事業者 許可業者 無許可業者

警察庁データより

年

件
数

産業廃棄物事犯の不法投棄検挙件数 実行者ごとの件数

実行者が排出事業者である割合は、
平成９年度から平成１９年度における平均値として、約６５％となっている。
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出典：平成１９年暴力団情勢（平成２０年４月 警察庁組織犯罪対策部暴力団対策課、同部企画分析課）
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暴力団構成員及び準構成員の罪種別検挙人員の比較



廃棄物の不適正処理に関与している事例 （出典：「平成20年度暴力団の不当要求等介入事例実態調査事業報告書」
（環境省廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課））

産業廃棄物処分料をコストダウンさせるために、無許可業者へ搬入しており、裏で反社会的勢力
が関与していると聞いている。最終処分地の利権をめぐっての抗争に暴力団等が関与していると聞
いている。

ある管理型最終処分場では、正門からは廃棄物を正規に受け入れ、裏門からは暴力団関係会社
が土砂運搬と称して残土処分場へ搬出しており、この処分場はいつまでも埋まらないこととなってい
る。

暴力団等反社会的勢力、政治家の同族会社から、産業廃棄物の収集運搬・処分をさせてほしいと
要求された会社がある。日常的に工事現場や工事現場事務所に来るらしい。

管理型最終処分場、安定型最終処分場等の場合には、設置許可後、計画者の資金ショートにより
その権利が売買されることが多く、この場合はほぼ１００％近く暴力団等が関与する。

暴力団を排除した事例

暴力団組長が、同人の妻が代表を務める産業廃棄物収集運搬業者の事業を支配していた事実が
明らかになったことから、同業者の業許可を取り消した。

（出典：「平成19年の暴力団情勢」
（警察庁組織犯罪対策部暴力団対策課、企画分析課））

17

暴力団等反社会的勢力の関与の状況について



実行者の区分

排出事業者

許可業者

複 数

無許可業者

建設業
製造業
農林水産業
運輸・通信・販売業 等

収集運搬業
中間処理業
最終処分業
収集運搬、中間処理、

最終処分業の兹業

排出事業者
許可業者
無許可業者

不適正処理が行われ
た土地の区分

中間処理施設
又はその隣接地

積替保管施設
又はその隣接地

最終処分場又は
その隣接地

廃棄物処理業以
外の事業所の

敷地内

その他

不適正処理が行わ
れた土地の周辺の

土地利用形態

森林

農用地

住宅地

工業用地
業務用地

原野

河川敷・海岸

その他

廃棄物の種類

建設系廃棄物

木くず
がれき
建設混合廃棄物
廃プラスチック類
汚泥

非建設系廃棄物

廃プラスチック類
廃油
汚泥
燃え殻
金属くず
ガラス・陶磁器くず
木くず
鉱さい
ゴムくず
動植物性残さ
動物のふん尿
繊維くず
ばいじん
紙くず
廃アルカリ
廃酸
その他

土地所有者の関与等

いずれかが
複数関与

不法投棄等不適正処理の類型
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132件, 
46%

51件, 
18%

10件, 3%

63件, 
22%

9件, 3%
3件, 1% 19件, 6%

2件, 1%

視点１ 実行者の区分 （平成19年度末までの残存事案）

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

排出事業

者1071件, 
39%

許可業者

289件, 
11%

無許可業

者664件, 
24%

複数

67件, 2%

不明

662件, 
24%

排出事業

者
1,741,093t, 

11%

許可業者
8,709,154t, 

53%

無許可業

者

3,913,893ｔ
24%

複数
1,247,840t, 

8%

不明
724,878t

, 4%

残存件数 計：2,753件 残存量 計： 16,336,859t

308,997ｔ, 4%

655,875ｔ, 7%

1,020,385ｔ, 
12%

1,376,650ｔ, 
16%

1,502,635ｔ
, 17%

2,043,677ｔ, 
23%

1,799,731ｔ, 
21%

1,205ｔ, 0%
収集運搬業

中間処理業

最終処分業

収集運搬業と中間処理業

収集運搬業と最終処分業

中間処分業と最終処分業

収集運搬業と中間処理業

と最終処分業

視点１－１ 実行者のうち、許可業者の許可の種類

許可業者による不法投棄事案のうち、223件(78％)、4,988,013t(58%) は収集運搬業者が関与
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56,635t, 3%

478484t, 27%

2500t, 0%

64912t, 4%

841517t, 48%

123893t, 7%

580t, 0%

4280t, 0%

336t, 0%

51734t, 3%

17180t, 1%

560t, 0%

12634t, 1%

239t, 0%

31,954t, 2%

53,656t, 3%

農林水産業等

建設業（総合工事業）

建設業（設備工事業）

建設業（解体工事業）

（産廃処理業許可あり）
建設業（解体工事業）

（産廃処理業許可なし）
建設業（その他）

製造業（食料品製造業）

製造業（紙・出版関連業）

製造業（化学工業等）

製造業（窯業・土石製品）

製造業（金属関連業）

製造業（機械関連業）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信・販売業

その他

39件, 4%

268件, 25%

26件, 2%

50件, 5%389件, 36%

89件, 8%7件, 
1%

3件, 
0%

8件
, 

1%

16件, 1%
6件, 1%

3件, 0%

15件, 1%

2件, 0% 63件, 6%

視点１－２ 実行者のうち、排出事業者の事業の種類

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

建 設 業 ：822 件（約77％） 1,511,306 t（約87％）
製 造 業 ： 58件（約 5％） 87,303 t（約 5％）
農林水産業 ： 39件（約 4％） 56,635 t（約 3％）
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126件, 
5%

113件, 
4%

44件, 2%

724件, 
26%1746件, 

63%

3,787,058t, 
23%

343,854t, 2%

5,223,609t, 
32%

2589745t, 
16%

4,392,594t, 
27%

中間処理施設又はその隣

接地

積み替え保管施設又はそ

の隣接地

最終処分場又はその隣接

地

廃棄物処理業以外の事

業所の敷地内

その他

視点２ 不適正処理が行われた土地の区分 （平成19年度末までの残存事案）

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

廃棄物処理施設又はその隣接地 ： 283件、 9,354,521 t
廃棄物処理施設以外の隣接地 ： 724件、 2,589,745 t
その他 ：1746件、 4,392,594 t
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6,509,945t, 40%

3,069,869t, 19%
977,448t, 6%

299,938t, 2%

2,316,335t, 14%

202,036t, 1%

2,961,289t, 18%

森林

農用地

住宅地

工業用地又は業務用

地

原野

河川敷又は海岸

その他

視点３ 不適正処理が行われた場所周辺の土地の利用形態
（平成19年度末までの残存事案）

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

795件, 
29%

688件, 
25%

237件, 9%

191件, 7%

209件, 7%

46件, 2%

587件, 
21%

通常無人の土地（森林、農用地、原野、河川又は海岸） 1,738件、 12,098,185 t
通常有人の土地（住宅地、工業用地または業務用地） 428件、 1,277,386 t
その他 587件、 2,961,289 t
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649件, 24%

534件, 19%

542件, 20%

207件, 
8%

9,件 0%

347件, 13%

13件, 0%

57件, 2%

43件, 2%

103件, 4%

44件, 2% 81件, 3%

1,326,894t, 8%

2,890,559t, 18%

4,564,062t, 28%

1,680,166t, 
10%

154,941t, 1%

2,047,678t, 13%

1,016,865t, 6%

1,158,807t, 7%

559,502t, 3%

300,927t, 2%

227,745t, 1%

214,064t, 1%

（建設系）木くず

（建設系）がれき

建設混合廃棄物

（建設系）廃プラスチック類

（建設系）汚泥

廃プラスチック類

廃油

汚泥

燃え殻

金属くず

ガラス・陶磁器くず

木くず

鉱さい

ゴムくず

動植物性残渣

動物のふん尿

繊維くず

ばいじん

廃アルカリ

特管

産廃を処分するために処理したもの

不明

廃酸

獣畜・食鳥に係る固形状の不要物

紙くず

動物の死体

視点４ 代表的な廃棄物の種類

平成19年度末までの残存事案

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

非建設系廃棄物
812件、 5,720,237 t

建設系廃棄物
1,941件、 10,616,622 t

建設系廃棄物
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